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平成21年度　当初各会計歳入歳出予算総括表
（単位：千円、％）

平成21年度（Ａ） 平成20年度（Ｂ）
増減額（Ｃ）

（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
伸率（Ｄ）

(D)＝（Ｃ）／（Ｂ）％

一 般 会 計 18,285,629 18,202,993 82,636 0.5

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 6,684,163 6,228,546 455,617 7.3

老 人 保 健 特 別 会 計 162,520 510,404 △ 347,884 △ 68.2

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 809,058 782,284 26,774 3.4

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 3,413,950 3,415,616 △ 1,666 △ 0.0

　　保 険 事 業 勘 定 3,397,488

　　介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 16,462

住宅新築資金等貸付事業特別会計 13,455 7,928 5,527 69.7

小　　　　　　計 11,083,146 10,944,778 138,368 1.3

水 道 事 業 会 計 1,797,818 2,090,257 △ 292,439 △ 14.0

下 水 道 事 業 会 計 4,494,364 5,088,479 △ 594,115 △ 11.7

小　　　　　　計 6,292,182 7,178,736 △ 886,554 △ 12.3

35,660,957 36,326,507 △ 665,550 △ 1.8

企
業
会
計

特
別
会
計

会    　　　　   計    　　　  　 名

合　　　　　　　　　計

-
 
1
 
-



平成21年度 歳入予算款別集計表(一般会計）

(単位：千円）

増減額 伸　率

予算額 構成比 予算額 構成比 (A)-(B) (C/B)
(A) (%) (B) (%) （C） (%)

01 市税 7,862,787 43.0 8,033,993 44.1 △ 171,206 △ 2.1

02 地方譲与税 195,000 1.1 197,000 1.1 △ 2,000 △ 1.0

03 利子割交付金 40,000 0.2 38,700 0.2 1,300 3.4

04 配当割交付金 15,000 0.1 35,800 0.2 △ 20,800 △ 58.1

05 株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.1 30,800 0.2 △ 15,800 △ 51.3

06 地方消費税交付金 480,000 2.6 535,800 2.9 △ 55,800 △ 10.4

07 ゴルフ場利用税交付金 6,000 0.0 12,755 0.1 △ 6,755 △ 53.0

08 自動車取得税交付金 82,000 0.6 117,000 0.6 △ 35,000 △ 29.9

09 地方特例交付金 86,500 0.5 90,568 0.5 △ 4,068 △ 4.5

10 地方交付税 2,880,957 15.8 2,854,878 15.7 26,079 0.9

11 交通安全対策特別交付金 19,500 0.1 18,500 0.1 1,000 5.4

12 分担金及び負担金 454,916 2.5 490,818 2.7 △ 35,902 △ 7.3

13 使用料及び手数料 303,388 1.7 278,356 1.5 25,032 9.0

14 国庫支出金 2,129,224 11.6 2,121,519 11.7 7,705 0.4

15 県支出金 1,113,014 6.1 1,075,243 5.9 37,771 3.5

16 財産収入 58,283 0.3 52,898 0.3 5,385 10.2

17 寄附金 88,858 0.5 1,081 0.0 87,777 8,120.0

18 繰入金 294,385 1.6 269,756 1.5 24,629 9.1

19 繰越金 30,000 0.2 134,242 0.7 △ 104,242 △ 77.7

20 諸収入 215,217 1.2 236,688 1.3 △ 21,471 △ 9.1

21 市債 1,915,600 10.5 1,576,598 8.7 339,002 21.5

18,285,629 100.0 18,202,993 100.0 82,636 0.5

備　　　　　考

合　　  　　計

平成20年度平成21年度

内　　　    　訳
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平成21年度 歳出予算款別集計表(一般会計）

(単位：千円）

増減額 伸　率

予算額 構成比 予算額 構成比 (A)-(B) (C/B)
(A) (%) (B) (%) （C） (%)

01 議会費 224,151 1.2 232,768 1.3 △ 8,617 △ 3.7

02 総務費 2,180,944 11.9 2,242,196 12.3 △ 61,252 △ 2.7

03 民生費 5,629,279 30.8 5,339,667 29.3 289,612 5.4

04 衛生費 1,794,487 9.8 1,728,750 9.5 65,737 3.8

05 労働費 23,288 0.1 22,148 0.1 1,140 5.1

06 農林水産業費 104,251 0.6 96,746 0.5 7,505 7.8

07 商工費 178,015 1.0 178,627 1.0 △ 612 △ 0.3

08 土木費 1,824,213 10.0 1,977,108 10.9 △ 152,895 △ 7.7

09 消防費 667,328 3.6 633,403 3.5 33,925 5.4

10 教育費 2,806,178 15.3 2,684,138 14.7 122,040 4.5

12 公債費 2,813,495 15.4 3,037,442 16.7 △ 223,947 △ 7.4

14 予備費 40,000 0.2 30,000 0.2 10,000 33.3

18,285,629 100.0 18,202,993 100.0 82,636 0.5

備　　　　　考

合　　　　　　計

平成21年度 平成20年度

内　　　    　訳
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平成21年度 自主・依存財源別構成比（歳入）

(単位：千円）

増減額 伸　率

予算額 構成比 予算額 構成比 (A)-(B) (C/B)
(A) (%) (B) (%) （C） (%)

市税 7,862,787 43.0 8,033,993 44.1 △ 171,206 △ 2.1

分担金及び負担金 454,916 2.5 490,818 2.7 △ 35,902 △ 7.3

使用料及び手数料 303,388 1.7 278,356 1.5 25,032 9.0

財産収入 58,283 0.3 52,898 0.3 5,385 10.2

寄附金 88,858 0.5 1,081 0.0 87,777 8,120.0

繰入金 294,385 1.6 269,756 1.5 24,629 9.1

繰越金 30,000 0.2 134,242 0.7 △ 104,242 △ 77.7

諸収入 215,217 1.2 236,688 1.3 △ 21,471 △ 9.1

小　　　　計 9,307,834 50.9 9,497,832 52.2 △ 189,998 △ 2.0

地方譲与税 195,000 1.1 197,000 1.1 △ 2,000 △ 1.0

利子割交付金 40,000 0.2 38,700 0.2 1,300 3.4

配当割交付金 15,000 0.1 35,800 0.2 △ 20,800 △ 58.1

株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.1 30,800 0.2 △ 15,800 △ 51.3

地方消費税交付金 480,000 2.6 535,800 2.9 △ 55,800 △ 10.4

ゴルフ場利用税交付金 6,000 0.0 12,755 0.1 △ 6,755 △ 53.0

自動車取得税交付金 82,000 0.4 117,000 0.6 △ 35,000 △ 29.9

地方特例交付金 86,500 0.5 90,568 0.5 △ 4,068 △ 4.5

地方交付税 2,880,957 15.8 2,854,878 15.7 26,079 0.9

交通安全対策特別交付金 19,500 0.1 18,500 0.1 1,000 5.4

国庫支出金 2,129,224 11.6 2,121,519 11.7 7,705 0.4

県支出金 1,113,014 6.1 1,075,243 5.9 37,771 3.5

市債 1,915,600 10.5 1,576,598 8.7 339,002 21.5

小　　　　計 8,977,795 49.1 8,705,161 47.8 272,634 3.1

18,285,629 100.0 18,202,993 100.0 82,636 0.5

平成21年度 平成20年度
備　　　　　考

合　　　　計

内　　　    　訳
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自主：9,307,834
（50.9%)

依存：8,977,795
(49.1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成21年度当初予算（歳入）

（単位:千円）
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（単位：千円,％）

科目 平成21年度 平成20年度 差引増減 伸率

個人市民税 3,512,973 3,533,763 △ 20,790 △ 0.6

法人市民税 492,167 559,022 △ 66,855 △ 12.0

固定資産税 2,952,699 3,005,466 △ 52,767 △ 1.8

軽自動車税 79,253 75,643 3,610 4.8

市たばこ税 305,041 332,501 △ 27,460 △ 8.3

特別土地保有税 0 44 △ 44 皆減

都市計画税 448,452 458,952 △ 10,500 △ 2.3

入湯税 7,201 6,601 600 9.1

歴史と文化の環境税 65,001 62,001 3,000 4.8

合　　計 7,862,787 8,033,993 △ 171,206 △ 2.1
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民生費, 5,629,279

公債費, 2,813,495

教育費, 2,806,178

総務費, 2,180,944

土木費, 1,824,213

衛生費, 1,794,487

消防費, 667,328

議会費, 224,151

商工費, 178,015

農林水産業費, 104,251

労働費, 23,288

予備費, 40,000
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平成21年度当初予算（歳出） 単位（千円）

歳出総額　18,285,629千円
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（単位：千円,％）

平成21年度 構成比 平成20年度 構成比 差引増減 伸率

人件費 3,072,582 16.8 3,246,606 17.8 △ 174,024 △ 5.4

扶助費 2,464,104 13.5 2,266,865 12.5 197,239 8.7

公債費 2,813,495 15.4 3,037,442 16.7 △ 223,947 △ 7.4

義務的経費小計 8,350,181 45.7 8,550,913 47.0 △ 200,732 △ 2.3

物件費 3,527,871 19.3 3,374,819 18.5 153,052 4.5

維持補修費 76,225 0.4 45,725 0.3 30,500 66.7

補助費等 3,157,745 17.3 3,086,185 17.0 71,560 2.3

消費的経費小計 6,761,841 37.0 6,506,729 35.7 255,112 3.9

普通建設事業費 1,824,290 10.0 1,818,727 10.0 5,563 0.3

投資的経費小計 1,824,290 10.0 1,818,727 10.0 5,563 0.3

繰出金 1,109,930 6.1 1,096,642 6.0 13,288 1.2

積立金 77,349 0.4 72,455 0.4 4,894 6.8

投資及び出資金・貸付金 122,038 0.7 127,527 0.7 △ 5,489 △ 4.3

予備費 40,000 0.2 30,000 0.2 10,000 33.3

その他小計 1,349,317 7.4 1,326,624 7.3 22,693 1.7

合　計 18,285,629 100.0 18,202,993 100.0 82,636 0.5

性質別構成比（歳出）
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担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

人権・同和問題啓発事業 予算科目 3款1項10目

予　　算　　額

さまざまな人権問題(同和問題、高齢者問題、女性問題、障害者問題、外国人問題等)に
ついて、市民が考える機会をもち、市民の人権意識の高揚を図るため、同和問題啓発強
調月間、人権週間、啓発推進会事業を中心に年間を通して、講演会や街頭啓発等の啓
発事業を実施する。

人権政策課
812千円

人権政策課

人権尊重のまちづくり推進基本指針策定事
業

予算科目

男女共同参画推進条例の施行に伴い、人権侵害に係る救済の申出をはじめ、市の施策
に対する苦情処理を受け付けている。

人権政策課
人権政策課

287千円

人権尊重のまちづくり推進審議会からの答申を基に「人権尊重のまちづくり推進基本指
針」及び「人権尊重のまちづくり推進実施計画」の策定の取り組みを進めていく。

内　　　　　　容

人権政策課
人権政策課

888千円

事　　業　　名 男女共同参画推進委員運営事業 予算科目 2款2項5目

内　　　　　　容

予　　算　　額

予　　算　　額 93千円

予　　算　　額

2款2項6目

教務課

事　　業　　名 地域コミュニティの推進 予算科目

内　　　　　　容

予　　算　　額 617千円
教務課

協働のまち推進課
協働のまち推進課

10款1項1目事　　業　　名 教育委員会会議運営事務 予算科目

平成20年に教育基本法や教育三法の改正がなされ、「地方教育行政の体制の整備、充
実」に努めることが求められている。　昨年度から教育委員を1名増員し、広い観点から
意見を求めるとともに教育委員会活動の点検評価を行い、教育行政の効率、効果的運
営を図る。

事　　業　　名 ちくし女性ホットライン事業 予算科目 2款2項5目

内　　　　　　容
筑紫地区４市１町の共同委託事業として、DＶ及びセクシャルハラスメントをはじめ、女性
の就労・家庭・金銭トラブルに関する総合相談窓口として、委託を行っている。

人権政策課
人権政策課

16,473千円

「ここに住んでよかった」と実感できる地域社会の実現に向け、概ね小学校区ゾーン単位
で、校区自治協議会を設立し、市民活動を支援する。

3款1項10目

予　　算　　額

内　　　　　　容

事　　業　　名

内　　　　　　容

事　　業　　名

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

内　　　　　　容
平成4年4月に開園した太宰府史跡水辺公園は、開園から15年が経過し、施設の有効活
用と機能向上を図るため、地域活性化事業債を活用して大規模改修を実施する。

予　　算　　額 210,000千円
生涯学習課
生涯学習課

本市のスポーツ振興の拠点となる総合体育館の建設に向けて、先進地視察を含めた調
査・研究を行い、総合体育館の基本構想を策定する。

内　　　　　　容

予算科目

事　　業　　名
太宰府史跡水辺公園(市民プール)大規模
改修事業

予算科目 10款5項2目

10款5項1目

生涯学習課

総合体育館基本構想策定事業

予　　算　　額

予　　算　　額 500千円

1,449千円

太宰府西中学校の体育館は、昭和60年10月に建設され23年経過しており、老朽化が著
しい天井部分の改修工事を行う。

生涯学習課
生涯学習課

事　　業　　名

スポーツ振興基本計画策定事業

内　　　　　　容

10款5項1目

内　　　　　　容
平成22年度から31年度までの10カ年計画で本市のスポーツ振興の指針となる基本計画
を策定する。

予算科目

生涯学習課

事　　業　　名

事　　業　　名 太宰府西中学校体育館天井改修事業 予算科目 10款3項1目

予　　算　　額 10,000千円
学校教育課
教務課

予　　算　　額 9,900千円
学校教育課
教務課

学校耐震補強事業

内　　　　　　容 小中学校の体育館・運動場等のトイレに洋式トイレの設置を行う。

事　　業　　名 小中学校洋式トイレ設置事業 予算科目

予算科目 10款2・3項1目

事　　業　　名

10款2・3項１目

内　　　　　　容
小学校3校（太宰府小・水城西小・太宰府西小）の耐震補強工事を平成20年度から継続
して実施する。
また、太宰府南小学校・学業院中学校は、耐震評価を実施する。

予　　算　　額 10,550千円
学校教育課
教務課

事　　業　　名

小・中学校のニーズに応じて、学校支援団体からサポーター（ボランティア）を派遣するこ
とにより、児童・生徒の学力向上・安全確保・教育環境整備等の総合的な支援を行う。

予　　算　　額 1,046千円
学校教育課
学校教育課

内　　　　　　容

内　　　　　　容
小中学校の通常学級に在籍している児童・生徒で個別に支援が必要な子どもに対し
て、学習指導や生活介助等を行う。

学校支援ボランティア事業 予算科目 10款1項2目

事　　業　　名 学校支援員事業 予算科目 10款1項2目

予　　算　　額 9,366千円
学校教育課
学校教育課

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

担当課
新担当課

地域健康づくり事業

内　　　　　　容
健康づくり事業を各小学校区単位で地域主体でできるよう健康推進員、食生活改善推
進員等と連携して開催する。

予算科目 4款1項1目

予　　算　　額

事　　業　　名

予算科目 2款2項6目事　　業　　名 ボランティア活動への支援

内　　　　　　容

市民をはじめ、市内に活動拠点を置くＮＰＯ法人が行うボランティア活動、社会貢献活動
などの促進を図るため、情報の収・発信、コーディネートやボランティア養成講座などを
開催し、ボランティア意識の啓発を行うなどセンターの機能の充実を図る。

事　　業　　名 予算科目 4款1項2目

予　　算　　額 3,033千円
協働のまち推進課
協働のまち推進課

700千円
保健センター
保健センター

内　　　　　　容
国は平成24年度までに麻しんの排除国を目指し、中学1年生と高校3年生相当の対象者
に、平成20年度より、麻しん・風しん混合ワクチンの予防接種を5年間の時限措置として
定期接種に追加した。これを受け昨年度に引き続き追加接種事業を実施する。

予　　算　　額 11,819千円
保健センター
保健センター

事　　業　　名 こんにちは赤ちゃん事業 予算科目 4款1項3目

内　　　　　　容
生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、母子保
健・子育て支援サービス等の情報提供を行うと共に、母子の心身の状況や養育環境を
把握し支援が必要な家庭に対して、適切なサービスを提供する。

予　　算　　額 3,735千円
保健センター
保健センター

事　　業　　名 地域生きがい活動支援事業

事　　業　　名 介護予防プロジェクト事業

内　　　　　　容
今後の課題である高齢者支援のあり方について、専門的な知識を持つ九州大学健康科
学センターとの連携により、本市の実態に見合った介護予防のあり方を双方で協力して
調査･研究を行う。

予　　算　　額 2,661千円
高齢者支援課
高齢者支援課

内　　　　　　容
地域の実情に応じて運営されるボランティア等を主体とする任意団体が実施する介護予
防・生活支援等の活動が、恒常的に可能となるように財政支援を行い、高齢者福祉の推
進と向上を図る。

予　　算　　額 1,680千円
高齢者支援課
高齢者支援課

予算科目 3款1項2目

予算科目 3款1項2目

予防接種の追加事業

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
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担当課
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予算科目

内　　　　　　容
平成20年度に実施した「次世代育成支援に関するニーズ調査」をもとに、策定委員会を
開催し、現行動計画の点検・評価を通して、太宰府市次世代育成支援対策行動計画
【後期計画（H22～H26）】の策定を行う。

3款2項1目事　　業　　名
次世代育成支援対策行動計画（後期計画）
策定事業

予　　算　　額 2,028千円
子育て支援課
子育て支援課

事　　業　　名 保育所運営事業 予算科目 3款2項3目

内　　　　　　容 平成21年4月1日から、南保育所の保育業務について民間に委託する。

予　　算　　額 76,775千円
子育て支援課
子育て支援課

内　　　　　　容

病気の回復期にある生後90日から小学校3年生までの児童に対し、保護者が勤務等や
むをえない事由により、家庭で保育を行うことが困難な場合、「病後児デイケアセンター
だざいふ」で預かることにより、保護者の子育て支援と就労等の支援を行う。

事　　業　　名 乳幼児健康支援一時預かり事業 予算科目 3款2項3目

予　　算　　額 6,780千円
子育て支援課
子育て支援課

在宅の乳幼児を対象とした広場（出前保育）や親の憩いの場となるサロン、親が子育て
を学び楽しめる講座や家庭訪問を行い、子育て・親育ちを支援し併せて子育てサークル
との情報交換を行うことなどで地域の自主的な活動を支援する。

事　　業　　名 子育て支援センター事業 予算科目 3款2項6目

予　　算　　額 859千円
子育て支援課
子育て支援課

市民が会員となって、生後3ヵ月から小学校6年生までの児童を対象に子育てを支えあう
相互援助活動。
具体的には、会員の都合により保育所等での保育開始前や終了後の送り迎えや家事用
件等で子どもを同伴して出かけにくいときなどに預かる。

事　　業　　名 ファミリー・サポート・センター事業 予算科目 3款2項6目

予　　算　　額 2,799千円
子育て支援課
子育て支援課

事　　業　　名 学童保育所管理運営事業 予算科目 3款2項4目

内　　　　　　容

児童の情緒の安定や事故防止を図り、よりきめ細かな指導ができるよう、また、国の放課
後児童クラブガイドラインにより「１放課後児童クラブの規模は最大７０人まで」とされ、平
成22年度から年間平均児童数７１人以上の大規模クラブへの運営費県補助は対象外と
なることから、年間の平均児童数が８０名に迫る水城学童保育所を小学校の余裕教室を
改修し、新たに学童保育所を新設し分割する。

予　　算　　額 7,700千円
学校教育課
学校教育課

内　　　　　　容

内　　　　　　容

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
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事　　業　　名 障害者福祉サービス相談支援事業 予算科目 3款１項1目

障害福祉サービスに関する相談業務を充実するために、保健師等を窓口に配置し専門
的な立場で利用者に対する的確な指導を行う。

予　　算　　額 2,314千円
福祉課
福祉課

内　　　　　　容

太宰府市地域福祉計画書を平成17年に策定し、5年の計画期間で推進し、21年度が計
画期間を迎えるので、見直しを図る。

事　　業　　名 地域福祉計画策定事業 予算科目 3款1項1目

内　　　　　　容

予　　算　　額 2,109千円
福祉課
福祉課

障害者福祉サービスの電算システムを導入し、障害者台帳管理業務等の適正管理や国
保連合会との支払い業務等の効率化を図る。

事　　業　　名 障害者台帳等管理業務 予算科目 3款1項4目

内　　　　　　容

予　　算　　額 2,844千円
福祉課
福祉課

聴覚、言語機能、その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある聴覚障害者等
に、手話通訳及び要約筆記の方法により、手話通訳者等の派遣を行う。

事　　業　　名 コミュニケーション支援事業 予算科目 3款1項4目

予　　算　　額 1,985千円
福祉課
福祉課

重度障害者に対し、重度障害者福祉手当（年額(最高)24,000円）を支給し、その福祉の
増進を図る。

事　　業　　名 重度障害者福祉手当事業 予算科目 3款1項4目

内　　　　　　容

予　　算　　額 21,344千円
福祉課
福祉課

事　　業　　名 障害者団体就労支援活動助成事業 予算科目 3款1項4目

内　　　　　　容

　　　3款1項2目
介特4款2項1目

予　　算　　額 450千円
福祉課
福祉課

内　　　　　　容

障害者の自立と社会参加の環境づくりを図るために、就労支援等を目的とした団体の事
業活動に対し助成を行う。

内　　　　　　容
平成18～20年度、2法人に委託し行っていた、介護保険に位置づけられた地域支援事
業の包括的支援事業を、直営化し実施する。

予　　算　　額 29,067千円
高齢者支援課
高齢者支援課

事　　業　　名 地域包括支援センター事業 予算科目

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
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担当課
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担当課
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担当課
新担当課

担当課
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4款1項7目

観光･産業課
建設産業課

2款2項6目

6款2項2目

内　　　　　　容
太宰府市第2次環境基本計画の計画年度は平成22年度までであるため、平成23年度か
らの第3次環境基本計画を平成21年～22年度に策定する。

環境課
予　　算　　額 4,332千円

環境課

事　　業　　名 予算科目

建設産業課
予　　算　　額 3,400千円

事　　業　　名 高雄公園整備事業 予算科目

内　　　　　　容

「太宰府市緑地の保全に関する条例」に基づき、緑地保護地区（大佐野ダム上流緑地）
138haを、水源涵養林として保全するために年次計画で公有化を実施。平成15年7月豪
雨災害により、災害復旧事業を優先したため、平成15年度から平成18年度まで4年間は
事業を凍結していたが、平成19年度から事業を再開し、継続的に公有化を行っていく。

予　　算　　額

地域防災計画改訂事業

内　　　　　　容

事　　業　　名 荒廃森林再生事業 予算科目

50,000千円

緑地公有化事業

事　　業　　名 環境基本計画策定事業 予算科目

8款4項2目

内　　　　　　容
既設都市公園において、公園施設の安全性の向上を図るため、都市公園の具体的な改
善目標、改善方針及び方策を定めた事業計画を策定する。

予　　算　　額 112,832千円
都市計画課
都市整備課

8款4項2目

都市整備課
予　　算　　額 5,000千円

都市計画課

事　　業　　名 予算科目 9款1項5目

内　　　　　　容

平成13年度の大幅な改訂以降、行政機構改革に伴う部分改訂等を行ってきたが、その
間、平成17年3月に福岡県西方沖地震の発生、国の防災基本計画の改訂、水防法や土
砂災害防止法等の変化があり、時代環境に応じた適切な地域防災計画書となるよう見直
しを行う。

予　　算　　額 600千円
協働のまち推進課
協働のまち推進課

太宰府市総合計画及び公園五カ年計画に基づき高雄公園を整備する。

森林環境税の創設に伴い、森林の公益的機能が長期間にわたり高度に発揮されるよう
荒廃した森林を調査し、対象となる荒廃森林の再生事業を行っていく。

観光･産業課

都市公園安全・安心対策緊急総合支援事
業

予算科目

内　　　　　　容

事　　業　　名

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
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事　　業　　名 筑慈苑施設組合事業 予算科目

内　　　　　　容
将来の都市構造のあり方を検討しつつ、土地利用や都市計画のさまざまな観点からの
課題を明らかにして、都市の活力増進と都市景観とのバランスに配慮しながら、市街化
区域の用途地域の検証を行うなど、都市計画決定等の基礎資料を作成するのもである。

都市計画課

事　　業　　名 コミュニティバス運行事業 予算科目 2款2項6目

都市整備課

内　　　　　　容
コミュニティバス「まほろば号」は「ひと・まち・環境にやさしいコミュニティバス」として市民
の社会参加や、利便性の向上を目指す。
また、今年度については、高雄回りを開通することでより一層の利用者の拡大を図る。

予　　算　　額 124,642千円
観光･産業課

協働のまち推進課

事　　業　　名 橋梁長寿命化修繕計画策定事業 予算科目 8款2項2目

内　　　　　　容

太宰府市は天満宮などの歴史的な文化遺産や九州国立博物館等の観光資源を多く有
している。そのことにより観光における市外からの車の流入が多く、市内のいたるところで
交通渋滞や騒音・振動が増大している。そこで、利用が著しく多い地区の道路を整備す
ることで、交通渋滞の緩和、ならびに子どもや高齢者、障害者等の交通安全、バリアフ
リー等、道路環境の向上を目指し、魅力ある観光空間と快適な生活環境の共存を図る。
現在、平成23年度までに全37路線の整備を計画している。(うち、平成21年度には11路
線を整備の予定)

事　　業　　名 地域再生計画事業（道整備交付金事業） 予算科目 8款2項3目

内　　　　　　容

太宰府市が管理する、今後老朽化する道路橋の増大に対応するため、長寿命化修繕計
画を策定することにより、従来の事後的な修繕及び架替えから予防的な修繕及び計画
的な架替えへと円滑な政策転換を図るとともに、橋梁の修繕及び架替えに係る費用の縮
減を図りつつ、地域の道路網の安全性・信頼性を確保する。

予　　算　　額 316,200千円
建設課

建設産業課

予算科目 8款4項1目

環境課
環境課

4款1項5目

これまで火葬業務は、大野城太宰府環境施設組合が設置した大宰府北寿苑で行ってい
たが、建替え計画を進める中で平成21年4月1日から筑慈苑施設組合に加入し、火葬業
務を変更することになった。

建設課
建設産業課

予　　算　　額 1,000千円

11,800千円

143,235千円予　　算　　額

内　　　　　　容

事　　業　　名 都市計画決定及び変更事業

予　　算　　額

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
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事　　業　　名 都市計画道路見直し 予算科目 8款4項1目

事　　業　　名 景観計画策定事業 予算科目 8款4項1目

予　　算　　額 1,700千円
文化財課
文化財課

内　　　　　　容

予　　算　　額

内　　　　　　容

内　　　　　　容

事　　業　　名

内　　　　　　容

福岡県においては、「福岡県都市計画道路検証方針」に基づき、県下の都市計画道路
について今後も都市計画として継続するべきか否かを判断するための検証が行われて
いる。本市も県の方針に沿って事業計画以来30数年未着手となっている都市計画道路
について検証を行い、必要に応じて計画の見直しを行う。

都市計画課
都市整備課

1,000千円予　　算　　額

歴史景観や自然景観などの太宰府ならではの良好な景観を保全し、景観施策を積極的
に進めるため、昨年5月に景観法に基づき「景観行政団体」になったことから、制度の根
幹となる「（仮称）景観まちづくり計画」や「（仮称）景観まちづくり条例」の制定に向けた調
査研究を行う。

予　　算　　額 15,565千円
都市計画課
都市整備課

事　　業　　名 太宰府ブランド創造協議会事業 予算科目 7款1項4目

内　　　　　　容

太宰府観光協会、太宰府市商工会、太宰府天満宮、太宰府市の四団体が一体となっ
て、「太宰府　古都の光」「もてなし事業」など、太宰府ブランドの創造を図る様々な事業
を展開していく。

2,000千円
観光･産業課
観光交流課

観光･産業課

市ホームページを元に、携帯端末にも対応した観光情報・交通情報システムを構築す
る。
このシステムにより、渋滞時期、交通規制箇所、駐車場位置図や満空情報、公共交通機
関の乗り継ぎ等の提供を行い、渋滞の緩和に結びつける。

交通情報提供事業 予算科目 7款1項4目

予　　算　　額 5,646千円
都市整備課

市内の歴史・文化遺産、自然、産業、祭り等を通して太宰府の価値を再発見することを
目的に、第4期太宰府発見塾を開催する。

事　　業　　名 太宰府発見塾運営事業 予算科目 10款4項7目

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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内　　　　　　容

「市民と行政との協働、連携」を推進するため、「協働のまちづくり」をテーマとして平成19
年度から平成22年度に渡り、各行政区を巡回し、懇談会を開催する。各区が抱える課
題・要望・提案などについて懇談する。

経営企画課
予　　算　　額 8千円

経営企画課

内　　　　　　容

市長と語ろう未来の太宰府・ふれあい懇談
会

予算科目 2款1項4目

事　　業　　名 史跡地の公有化事業 予算科目 10款4項7目

文化財課
予　　算　　額 22,300千円

文化財課

内　　　　　　容
特別史跡大宰府跡内に設置している蔵司跡トイレの改修工事(水洗化工事)を実施する。

事　　業　　名 蔵司トイレ整備事業 予算科目 10款4項7目

内　　　　　　容

事　　業　　名 水城堤防伐採・土塁改修事業 予算科目 10款4項7目

予　　算　　額

事　　業　　名

8,900千円
文化財課

文化財総合的把握モデル事業 予算科目 10款4項7目

事　　業　　名

内　　　　　　容

特別史跡水城跡の土塁に悪影響を及ぼしている樹木を伐採するとともに、崩壊が進行し
ている法面の修復工事を行う。

史跡地の保存と活用を図るために公有化を推進する。

予　　算　　額 704,259千円
文化財課
文化財課

予　　算　　額 10,000千円
文化財課
文化財課

内　　　　　　容

文化庁の委託を受け、3か年(平成20年度～22年度)で文化遺産調査を実施するととも
に、市民遺産活用推進計画を策定する。

文化財課

四王寺山を気軽に散策でき、広く市内を回遊していただくため、遊歩道を点検調査し、
整備を進める。

予　　算　　額 5,339千円
文化財課
文化財課

事　　業　　名
まちぐるみ歴史公園(四王寺山周辺遊歩道)
調査整備事業

予算科目 10款4項7目

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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担当課
新担当課

担当課
新担当課

事　　業　　名 第五次太宰府市総合計画策定事業 予算科目 2款2項1目

予　　算　　額 1,200千円
総務・情報課
総務課

内　　　　　　容

職員の意欲と企画立案能力の向上を図るとともに、市政運営に反映するため、職員人材
育成基本方針に掲げている「信頼、納得、やる気、完遂」をキーワードとする「しなやか研
修制度」を設け、業務に関わる調査研究や研修の機会を通じて、社会の変化や市民の
要望に柔軟に対応できる職員の育成に努める。

事　　業　　名 しなやか研修事業 予算科目 　　2款1項10目

内　　　　　　容

経営企画課
予　　算　　額 1,390千円

第五次太宰府市総合計画（計画期間：平成23年度～平成32年度）を平成20年度から3
カ年かけて策定する。

経営企画課

※新担当課・・・平成21年4月からの担当課
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